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〜消費者の声に耳を傾け、モノ言う機能を最大限に〜

第60回が ん ば れ！  消 費 者 委 員 会

ア  

被
害
の
拡
大
防
止

　

事
業
が
継
続
す
る
限
り
新
た
な
被
害
を
増
や

し
続
け
る
破
綻
必
至
商
法
は
、
市
場
か
ら
速
や
か

に
排
除
さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
ま
ず
は
当
該
事
業

を
停
止
さ
せ
て
被
害
の
拡
大
を
防
止
す
る
と
い

う
対
応
が
必
要
で
あ
る
。

イ  

調
査
権
限
、
情
報
収
集
能
力

　

前
記
の
対
応
に
は
、
当
該
事
業
の
実
体
を
把
握

す
る
た
め
、
契
約
書
や
財
務
諸
表
に
記
載
さ
れ
て

い
る
事
項
の
内
実
を
調
査
す
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
こ
と
か
ら
、
相
応
の
情
報
収
集
能
力
や
、
一

定
の
強
制
力
を
伴
っ
た
調
査
権
限
に
よ
る
対
応
が

必
要
で
あ
る
。

ウ  

財
産
保
全
制
度

　

破
綻
必
至
商
法
で
は
、
時
間
が
経
つ
に
し
た
が

っ
て
破
産
状
態
に
近
付
き
、
事
業
者
の
責
任
財
産

は
散
逸
す
る
。
被
害
回
復
の
実
効
性
を
高
め
る
た

め
に
は
、
早
期
の
財
産
保
全
が
必
要
で
あ
る
。

　

民
事
上
は
、
民
事
保
全
法
に
基
づ
く
仮
差
押
命

令
等
の
制
度
が
存
在
す
る
が
、
差
押
対
象
と
な
る

加
害
事
業
者
の
個
別
財
産
の
特
定
に
困
難
を
伴

う
こ
と
が
多
い
。
加
害
事
業
者
の
財
産
の
隠
匿
又

は
散
逸
の
防
止
に
関
す
る
制
度
の
運
用
な
い
し

創
設
を
検
討
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
破
産
管
財
実

務
の
運
用
等
を
踏
ま
え
つ
つ
、
財
産
の
所
在
を
早

期
に
把
握
す
る
た
め
の
方
策
や
包
括
的
な
保
全

が
重
要
な
要
素
に
な
る
。

お
わ
り
に

　

現
在
、
中
間
取
り
ま
と
め
の
内
容
を
踏
ま
え
、

鋭
意
、
調
査
・
審
議
を
行
っ
て
い
る
。

引
し
、
出
資
な
い
し
投
資
を
受
け
、
②
事
業
に
よ

る
利
益
が
上
が
ら
ず
に
、
約
束
し
た
配
当
な
い
し

利
益
の
提
供
が
で
き
な
い
状
態
に
な
る
と
、
他
の

消
費
者
か
ら
得
た
出
資
金
か
ら
配
当
な
い
し
利

益
の
提
供
を
行
わ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
に
陥
り
、

そ
の
た
め
に
新
た
な
出
資
者
を
集
め
、
③
出
資
が

増
え
る
ほ
ど
、
配
当
な
い
し
利
益
の
提
供
を
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
金
額
が
増
え
る
た
め
、
更
に
出

資
者
を
集
め
て
、
被
害
が
拡
大
す
る
と
い
う
悪
循

環
に
陥
る
構
造
が
指
摘
で
き
る
。

現
行
制
度
の
概
要
・
運
用
状
況
等

　

中
間
取
り
ま
と
め
で
は
、
現
行
制
度
で
は
ど
の

よ
う
に
財
産
被
害
の
防
止
や
回
復
が
可
能
で
あ

る
か
、
民
事
的
手
法
、
行
政
的
手
法
お
よ
び
刑
事

的
手
法
に
分
け
て
整
理
し
、
各
制
度
に
つ
い
て
特

長
や
活
用
可
能
性
、
限
界
等
を
検
討
し
た
。
行
政

的
手
法
と
し
て
は
、
消
費
者
安
全
法
の
注
意
喚

起
、
同
法
の
す
き
間
事
案
に
関
す
る
勧
告
・
命
令
、

景
品
表
示
法
の
課
徴
金
、
特
定
商
取
引
法
等
の

業
務
停
止
命
令
等
の
執
行
が
重
要
で
あ
り
、
そ
の

際
、
関
係
省
庁
間
の
連
携
や
消
費
者
庁
の
司
令
塔

機
能
が
引
き
続
き
果
た
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

中
間
取
り
ま
と
め
以
降
の
議
論
に
向
け
て

（1）
対
処
が
必
要
な
事
案

　

多
数
の
消
費
者
に
回
復
困
難
な
被
害
を
発
生

さ
せ
る
事
案
の
本
質
は
、
典
型
的
に
は
前
述
の
悪

循
環
に
至
る
構
造
が
指
摘
で
き
る
。
こ
の
よ
う
な

事
案
に
つ
い
て
、
特
別
の
手
当
を
検
討
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

（2）
必
要
な
要
素

は
じ
め
に

　

消
費
者
取
引
の
国
際
化
や
デ
ジ
タ
ル
化
の
進
展

の
下
、
消
費
者
被
害
は
、
益
々
複
雑
化
・
多
様
化

し
て
い
る
。
本
W
G
は
、
事
業
者（
団
体
）
の
自
主

的
取
組
や
民
事
ル
ー
ル
で
は
対
応
し
き
れ
な
い
悪

質
商
法
に
つ
い
て
、
実
効
的
な
法
整
備
や
違
法
収

益
の
剥
奪
、
財
産
保
全
等
の
制
度
を
検
討
す
る
た

め
に
、
令
和
4
年
3
月
に
再
開
さ
れ
た
。
同
年
8

月
に
公
表
さ
れ
た
中
間
取
り
ま
と
め
の
概
要
を
紹

介
す
る
。

経
緯

　

現
在
ま
で
に
、
消
費
者
の
財
産
被
害
に
係
る
す

き
間
事
案
へ
の
行
政
措
置
の
導
入
、
消
費
者
裁
判

手
続
特
例
法
の
成
立
、
景
品
表
示
法
へ
の
課
徴
金

制
度
の
導
入
等
、
幾
つ
か
の
法
改
正
が
実
現
し
て

い
る
。
一
方
で
、
悪
質
商
法
に
よ
る
被
害
者
の
被

害
回
復
に
関
し
、
行
政
が
主
体
と
な
っ
て
不
当
な

収
益
を
剥
奪
し
、
被
害
者
を
救
済
す
る
た
め
の
制

度
に
つ
い
て
は
、
依
然
、
課
題
と
し
て
残
さ
れ
て

い
る
。

実
際
の
被
害

　

本
W
G
で
は
、
近
年
被
害
が
顕
在
化
し
た
事

案
、
具
体
的
に
は
ジ
ャ
パ
ン
ラ
イ
フ
、
ケ
フ
ィ
ア
事

業
振
興
会
、
M
R
I
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
等
の

事
案
を
取
り
上
げ
、
事
実
関
係
の
整
理
、
共
通
す

る
問
題
性
を
検
討
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
事
案
に
共
通
す
る
問
題
点
と
し
て

は
、
①
高
配
当
・
高
利
益
が
得
ら
れ
る
こ
と
を
う

た
う
こ
と
に
よ
っ
て
多
数
の
消
費
者
を
強
力
に
誘

消
費
者
法
分
野
に
お
け
る
ル
ー
ル
形
成
の
在
り
方
等

検
討
ワ
ー
キ
ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
の
中
間
取
り
ま
と
め
に
つ
い
て
内
閣
府 
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